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序     文 
 

フィリピン共和国結核対策向上プロジェクトは、2002年９月１日から５年間の協力期間において、

質の高い結核サービスを全国で展開させることを目的として、協力を開始しました。 

今般、開始から３年が経過し、プロジェクトが実施期間の中間地点を迎えるため、これまでの協力

内容の評価、計画の調整、今後の活動への提言をフィリピン共和国側と共同で行うため、2005年８月

８日から同年８月23日まで、愛知県健康福祉部健康対策課 増井 恒夫氏を団長とする中間評価調査団

を派遣しました。 

本報告書は同調査団が実施した調査及び協議の内容と結果を取りまとめたものです。 

ここに本調査にあたりご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる謝意を表しますととも

に、今後の本件プロジェクトの実施・運営に対しまして、一層のご協力をお願い申し上げます。 

 

平成17年８月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 末森 満 
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中間評価結果要約表 

１．案件概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：結核対策向上プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：人間開発部第四グループ感染症対

策チーム 

先方関係機関：保健省感染省対策課、熱帯医学研究

所付属国立結核検査センター、地方区保健推進部 

協力期間：（R/D）2002.9.1～2007.8.31 日本側協力機関：厚生労働省、（財）結核予防会結

核研究所[JICA1] 

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）は、推定患者発生数が世界第９位という結核

高負担国である。同国保健省（Department of Health：DOH）は1968年に初めて結核対策戦略を策定

後、十分な成果が得られない状況にあり、JICAは1992年９月から公衆衛生プロジェクト、97年９

月からは結核対策プロジェクトを実施してきた。 

公衆衛生プロジェクトでは、セブ州においてWHOが推進している直接監視下短期化学療法

（Directly Observed Treatment, Short-course：DOTS）を実施した。結核対策プロジェクトにおいて

は、同成果を活かし、結核対策を第７地方区（リージョン）のすべての州、ルソン島の４州、さら

に東サマール州にまで拡大し、対象地域において世界的目標とされている治癒率85％以上をほぼ

達成した。また、2002年３月には無償資金協力により国立結核検査センター（National Tuberculosis
Reference Laboratory：NTRL）を建設し、特に検査部門の強化を行っている。 

一方、プロジェクト対象外の地域では、結核対策及び喀痰検査の質において問題のある保健所

がいまだに多かったため、フィリピン政府は2010年までに結核有病率及び死亡率の半減をめざ

し、これまで対策の質・喀痰検査の質に大きな成果をあげているJICAに対して技術協力を求めて

きた。同要請に基づき、2002年９月に本プロジェクトが開始され、2004年11月からは財団法人結

核予防会結核研究所（以下、「結核研究所」と記す）との業務委託契約により実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

＜上位目標＞ 

2010年までに、結核問題の各指標が半減する。 

 

＜プロジェクト目標＞ 

質の高い国家結核対策計画が持続的に運営されるようになる。 

 

＜成果＞ 

１．質の高いDOTSの実施が能力向上活動及び巡回指導の強化を通じて保証される。 

２．喀痰検査ネットワークの成立によって質の高い検査が全国で実現する。 

３．結核対策を監視するためのオペレーショナルリサーチを企画・実施する能力が向上する。 

 

１－３ 投入実績（2005年８月現在） 

 日本側：長期専門家[JICA2] ３名派遣中 

（長期専門家延べ８名、短期専門家19名派遣、研修員９名を結核研究所で受入れ） 

機材供与 55,348千円（2004／2005年度末まで） 

現地業務費 39,538千円 

相手側：現在C/P18名、その他地域保健局長、州／市保健担当官、リージョン・州／市の医療調

整官、看護師調整官、検査技師等 

予算措置 1,356千ペソ（2004年度末まで、運営費） 



  

２．調査者 

団長／結核対策 増井 恒夫 愛知県健康福祉部健康対策課 課長 

評価計画 田村 深雪 JICA人間開発部第四グループ感染症対策チーム ジュニア専門員

評価分析 田中 恵理香 (株)グローバル・リンク・マネージメント社会開発部 研究員 

３．調査期間 

2005年８月８日～2005年８月23日 

４．評価種類 

中間評価 

５．評価の目的 

（１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画に基づ

き、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、問題点を整理する。 

 

（２）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、日本側・フ

ィリピン側関係者とともにプロジェクトの中間評価を実施する。 

 

（３）上記の評価結果に基づき、今後の活動内容について協議し、日本側・フィリピン側関係機関

の双方に対し必要な提言を行い、今後の活動計画について協議する。 

 

（４）評価結果及び関係機関との協議に基づき、PDMを見直す。 

 

（５）本協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

６．評価結果の要約 

（１）妥当性 

フィリピンのニーズ、フィリピン側の政策、日本の対フィリピンODA政策に照らし、本プ

ロジェクトの妥当性は高い。 

フィリピン政府は、2004年から2010年の中期計画（Medium-Term Philippine Development Plan
2004-2010）において、対策を講じるべき重要な疾病の一つとして結核をあげている。フィリ

ピン政府は、2005年までに新規結核患者における喀痰塗抹陽性患者発見率70％以上、治癒率

85％以上の達成を方針として掲げており、フィリピン政府による結核対策の指標と達成目標

年は、本プロジェクトPDMで示されたプロジェクト目標の指標と一致している。 

日本のフィリピンに対する国別援助計画では、保健セクターへの援助は重要分野とされて

おり、なかでも結核は、家族計画、母子保健、HIV/AIDS対策とともに、保健セクターにおけ

る重要分野の一つにあげられている。 

 

（２）有効性 

プロジェクトの成果は順調に達成されていると判断され、現在のプロジェクトの進捗を維

持できれば、プロジェクト目標達成の見込みは高いと考えられる。 

世界保健機関（World Health Organization：WHO）／世界保健機構西太平洋地域事務局（World 
Health Organization/Regional office for Western Pacific：WPRO）によれば、2003年コホートにお

ける治癒率は78％であるが、治療成功率は2000年に既に88％に達しており、2004年までこの

水準を維持している。これらデータは、治療完了した患者のすべてが完了後の喀痰塗抹検査

を行い、陰性の結果が出れば治癒率は理論上88％まで上昇することを意味する。また、プロ

ジェクトの支援により検査ネットワークが向上しているため、喀痰検査を行わない治療完了

患者の数は減少するものと考えられる。したがって、プロジェクト終了時までには、治癒率

は全国レベルで85％に達すると期待される。DOTS発見率（＝DOTSによる患者発見率）は、
 



  

WHO/WPROの推計によれば、2004年に既に70％に達しており、プロジェクト目標の指標が達

成されている。 

プロジェクトの３つの成果は、いずれも結核対策に不可欠なものであり、これらが組み合

わされて、プロジェクト目標の達成に貢献しているものと判断される。 
 

（３）効率性 

日本側の投入は、概ね適切な時期に効率的に行われ、予定していた巡回指導や研修等の活

動が効果的に実施されている。機材は概ね有効に活用されており、維持管理も良好である。

カウンターパート研修は有効であり、現地業務費は研修等に適切に活用されている。チーフ

アドバイザーの１名が病気のため早期帰国を余儀なくされたが、短期専門家の派遣の増加、

及びプロジェクトで雇用しているローカル・エキスパートの効果的活動により、プロジェク

トの進行に大きな影響はなかった。 

フィリピン側の投入は、概ね適切に行われた。ほぼ十分な数のカウンターパートが配置さ

れ、オーナーシップ、能力とも高い。他方、地方自治体によっては、十分な結核対策予算が

ない自治体もあることが指摘されている。 

 

（４）インパクト 

 本プロジェクトの成果により上位目標が達成される見込みは高いと判断される。 

本プロジェクトで導入しているDOTSの定期的巡回指導は、国家結核対策プログラム

（National Tuberculosis Programme：NTP）の主導で全国に拡大されつつあり、本プロジェクト

で直接支援を行わない地域にもインパクトを与えるものと期待される。さらに、全国検査ネ

ットワークシステムの維持により、質の高いNTPが実現し、将来的な結核の有病率・死亡率

の低下につながると考えられる。 

NTRLにおける第三国研修において、プロジェクトで研修した検査技師らが講師を担当した

こと、医療従事者の意識が高まったことなどが、正のインパクトとして報告されている。負

のインパクトは特に見られない。 

 

（５）自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は概ね高いと考えられる。 

結核対策に対するフィリピン政府のコミットメントは、中央レベルでは非常に高く、地方

レベルにおいてもほとんどの地方自治体において高い。したがって、現在のフィリピン政府

の高いコミットメントが中央及び地方レベルで維持されれば、制度的自立発展性は十分高い

と期待される。 

本プロジェクト終了後も、DOHは持続的な結核対策に必要な予算をある程度確保できるも

のと考えられる。地方政府においては、３年ごとの選挙により政権が変わるため、今後もす

べての地方自治体において必要な予算が確保できるか現時点では不明である。 

フィリピン側カウンターパートに対する技術移転が順調に進んでおり、技術的自立発展性

は高いと考えられる。研修した医療従事者の技術水準が顕著に向上しており、また、過去の

プロジェクト及び本プロジェクトの初期に研修を受けた医療従事者らが、中央、リージョ

ン、州／市の各レベルでファシリテーター／トレーナーとなり、研修を実施できるようにな

っている。これら人材が核になって、本プロジェクト終了後も他の医療従事者を継続的に研

修していくことが可能と考えられる。ただし、研修された人材の離職が頻繁である[JICA3]こ

とが、技術面での自立発展性での阻害要因となりうる可能性がある。 

７．効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）DOTSの普及と検査室ネットワークの拡大という過去のプロジェクトの経験を活かし、さ



  

らに発展させていく計画になっていた。 

２）DOTSの巡回指導を直接支援する地域は限定されているが、現状で成績の悪い地域、人口

の多い地域を選定することで、全国に与えるインパクトを考慮している。 

３）地域を限定した巡回指導の支援と、全国レベルの活動であるマニュアルの配布、検査室ネ

ットワークの確立を組み合わせることで、プロジェクトの成果が全国に裨益することを考

慮した計画になっている。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

１）フィリピン政府の結核対策へのコミットメントが高い。 

２）フィリピン側と日本人専門家及び他のドナー機関等関係機関間のコミュニケーションが良

好である。 

３）ドナー機関も結核対策を支援しており、フィリピン側のイニシアティブによるドナー調整

により、ドナーの活動が効果的に行われている。 

８．問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

全国の市町村保健所（Rural Health Unit：RHU）レベルのデータを収集するのは困難であり、

また個々のRHUのデータが地域全体の現状を反映しているか疑問があったため、RHUレベル

のデータを指標としているPDMは見直す必要があった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

DOHにおける調達手続きの問題から、検査室の消耗品の供給が中断され、プロジェクト活

動の進行が影響を受けた。ただし、JICAをはじめとする支援団体の協調により重大な問題と

はならなかった。 

９．結 論 

これまで本プロジェクトでは、フィリピン側・日本側双方で効果的にプロジェクトを進めてき

たといえる。各評価項目は概ね良好の結果と確認された。今後は引き続き、戦略的に選定した重

点地域での活動、及び支援地域での成果を全国へ普及させるための取り組み、全国レベルでの検

査ネットワーク、オペレーショナルリサーチの活動を合わせて実施していくことにより、質の高

い結核対策を持続して行い、全国における目標の達成をめざしていくことが、日本側、フィリピ

ン側で確認された。また、本プロジェクト終了後のフィリピン側による活動の継続を念頭にお

き、予算措置を含めたフィリピン側の将来的なオーナーシップの確認、活動の成果を定着させる

ための方策の検討等が必要である。 

10．提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）DOHにおいて、確固たるイニシアティブのもとに結核対策を優先させる方針を維持すること

が、不可欠である。全国での質の高いDOTSを維持・促進させるために、引き続き、結核対策

のための十分な予算や人員の確保に向けた最大限の努力を払うことが必要である。さらにDOH
は、地方自治体に対しても、持続可能な質の高い結核対策への強いコミットメントを保持する

よう奨励することが望まれる。 

 

（２）プロジェクトにおいては、フィリピン側・日本側、双方の緊密な協議により、プロジェクト

が重点的に巡回指導を指導する州／市を、引き続き戦略的に選定していくことが重要である。

選定にあたっては、その地域の指標が低いこと、したがってその地域における重点的活動によ

る向上が全国の結核対策に与えるインパクトが大きいと予想されることを考慮する。こうした

活動は、治療成績の低い州／市でのDOTSの質を高める時の「モデル」ともなり得ると考えられ

る。 



  

（３）プロジェクトにおいては、NTP及びリージョンと定期的に会合をもち、全国での質の高い

DOTSを維持・促進させるための実用的な戦略を討議することが重要である。その際には、

NTPの主導により、重点地域以外の地域で巡回指導を継続的に拡大していけるよう、プロジェ

クトにおける活動の成果をレポートやマニュアル等の形で残していくことが有効と考えられ

る。 

 

（４）プロジェクトでは、“Handbook for Quality DOTS”及び“Quality Assurance for Sputum Smear
Microscopy”の一層の普及と活用を検討していく必要がある。特に重点地域以外において、どの

ようにNTPの主導でマニュアルの普及を行い、プロジェクトとして活用のモニタリングを行っ

ていくかを検討したうえ、今後の活動計画に盛り込むことが望まれる。 

 

（５）Project Assistance to Control Tuberculosis（PACT）会議は、技術的な課題を討論し、結核対

策に従事する援助機関を調整する機会として重要であるため、DOHのイニシアティブによ

り、その機能をより強化していくことが適切と考えられる。 

 

（６）プロジェクトにおいては、NTPの強いイニシアティブのもと、外部精度管理（External Quality 
Assurance：EQA）全国展開のために最大限の努力を払うことが不可欠である。 

 

 



 



国立結核検査センター（NTRL） 

 

ネグロスオキシデンタル州 Bago市保健局 
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Lung Monthの広告 

ネグロスオキシデンタル州 Bago市保健局 DOTS
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ネグロスオキシデンタル州 Bago市保健局 
DOTSセンター 
結核治療を完了させることの重要性を訴える啓発

ポスター 
 

ネグロスオキシデンタル州 
BRGY TALOCヘルスセンター 
 

ネグロスオキシデンタル州 
BRGY TALOCヘルスセンター 
 

ネグロスオキシデンタル州 
BRGY TALOCヘルスセンター 
巡回指導の様子 
 



ネグロスオキシデンタル州 
BRGY TALOCヘルスセンター 
調査団の結核患者へのインタビュー 
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BRGYⅣヘルスセンター 
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マニラ市 District１ 
Depressed Barangay（貧困地区）の一つにある 
コミュニティセンター 
ここは、DOTSセンターとして認証されている。 
 

そのDOTSセンターのボランティア一人一人の患

者用にパッケージした抗結核薬と治療カード 
 

マニラ市District１ 
Barrio Magsaysayヘルスセンター 
 

マニラ市District１ 
Barrio Magsaysayヘルスセンター内 
スタッフの直接監視下で服薬する結核患者 
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第１章 中間評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）は、推定患者発生数が世界第９位という結核高負

担国である。同国保健省（Department of Health：DOH）は1968年に初めての結核対策を策定後、十分

な成果が得られない状況にあり、JICAは1992年９月から公衆衛生プロジェクト、1997年９月からは結

核対策プロジェクトを実施してきた。 

公衆衛生プロジェクトでは、セブ州において世界保健機関（World Health Organization：WHO）が推

進している直接監視下短期化学療法（Directory Observed Treatment, Short-course：DOTS）を実施した。

結核対策プロジェクトにおいては、同成果を活かし、結核対策を第７地方区のすべての州、ルソン島

の４州、さらに東サマール州にまで拡大し、対象地域において世界的目標とされている治癒率85％以

上をほぼ達成した。また、2002年３月には無償資金協力により国立結核検査センター（National 
Tuberculosis Reference Laboratory：NTRL）を建設し、特に検査部門の強化を行っている。 

一方、プロジェクト対象外の地域では、結核対策及び喀痰検査の質において問題のある保健所がい

まだに多かったため、フィリピン政府は2010年までに結核有病率及び死亡率の半減をめざし、これま

で対策の質・喀痰検査の質に大きな成果を上げているJICAに対して技術協力を求めてきた。同要請に

基づき2002年９月に本プロジェクトが開始され、2004年11月からは財団法人結核予防会結核研究所（以

下、「結核研究所」と記す）との業務委託契約により実施され、現在に至っている。 

現在、３年間のプロジェクト期間の折り返し地点を迎えていることから、これまでの実績及び進捗

をレビューし今後の活動計画について協議するため、中間評価調査が実施された。 

 

１－２ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 派遣期間 

団長／結核対策 増井 恒夫 愛知県健康福祉部健康対策課 課長 2005年８月11日～８月21日

評価計画 田村 深雪 
JICA人間開発部第四グループ感染症

対策チーム ジュニア専門員 
2005年８月11日～８月23日

評価分析 田中 恵理香 
（株）グローバル・リンク・マネージ

メント社会開発部 研究員 
2005年８月８日～８月22日
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１－３ 調査日程 

 月 日 曜日 調査内容 

１ ８月８日 月 ９：40 評価分析団員 移動（JL741） 

13：00 マニラ着 

15：00 専門家チーム打合せ 

２ ８月９日 火 ９：00 DOH、NCDPC、IDOインタビュー 

13：00 資料収集、取りまとめ 

３ ８月10日 水 ９：00 NTRLインタビュー 

13：00 資料収集、取りまとめ 

９：00 資料取りまとめ 

    ミニッツ案作成 

９：50 団長 移動（JL743） 

12：50 マニラ着 

９：40 評価計画団員 移動（JL741） 

13：00 マニラ着 

４ ８月11日 木 

15：00 WHOとの協議 

17：00 JICAフィリピン事務所との打ち合わせ 

５ ８月12日 金 10：00 DOH表敬、プロジェクト進捗のプレゼンテーション 

NTRL、IDOとの協議 

13：00 PDM協議 

18：00 レセプション 

６ ８月13日 土 9：00 プロジェクト専門家からの活動報告、資料整理、PDM２案作成、ミニ

ッツ案作成 

７ ８月14日 日 ９：00 PDM２案作成、ミニッツ案作成 

18：10 ネグロスオキシデンタル州へ移動（PR135） 

８ ８月15日 月 ９：00 ネグロスオキシデンタル州保健局表敬 

    フィールド調査（QAセンター、Bago RHU、BHS） 

９ ８月16日 火 10：00 フィールド調査（Silay RHU、Talisay RHU、BHS） 

16：00 PDM２案作成 

17：50 マニラへ移動（PR136） 

10 ８月17日 水 ９：00 CHO市保健局表敬 

11：00 QAセンター視察 

13：00 フィールド調査（Barrio Magsaysay HC、Barrio Fogoso HC） 

11 ８月18日 木 ９：00 PDM２案作成、ミニッツ案作成 

17：00 在フィリピン日本大使館表敬 

12 ８月19日 金 ９：00 ミニッツ案作成 

19：00 NTP Midyear Program Review出席 

13 ８月20日 土 ９：00 ミニッツ案作成 

13：00 ミニッツ協議、署名 

９：00 JICAフィリピン事務所報告準備 14 ８月21日 日 

13：00 報告書準備 14：10 団長 移動（JL744） 

19：10 名古屋着 

９：00 JICAフィリピン事務所報告 15 ８月22日 月 

13：00 専門家との打合せ 14：20 評価分析団員 移動（JL742） 

19：35 成田着 

16 ８月23日 火 10：00 JICAフィリピン事務所報告 

14：20 評価計画団員 移動（JL742） 

19：35 成田着 
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１－４ 主要面談者 

（１）フィリピン側 

１）保健省（Department of Health：DOH） 

Dr. Jaime Lagahid Medical Officer, VIII 
Dr. Rosalind Vianson Medical Specialist IV 
Dr. Anna Marie Celina Garfin Medical Specialist IV 
Dr. Vivian S. Lofranco Medical Specialist IV 
Ms. Agnes Rosario Senior Program Health Officer 
Ms. Ariene T. Riviera Supervising Health Program Officer 

 

２）国立結核検査センター（National Tuberculosis Reference Laboratory：NTRL） 

Dr. Noel Macalalad Technical Head 
Ms. Ellen Castillo Medical Technologist 
Ms. Paz Rostrata Medical Technologist 

 

３）ネグロスオキシデンタル州保健局 

Dr. Luisa Efren Provincial Health Officer 
Ms. Vangie Rambuyon Nurse Coordinator 
Mr. Jerivel Caduhada Assistant to the Nurse Coordinator 
Ms. Lorna Garde Nurse III（Alternate Nurse Coordinator） 
Ms. Eunice Bedonia Nurse Supervisor（DOH Representative） 

 

４）マニラ市保健局結核対策課 

Dr. Pascual Agujo Medical Coordinator 
Dr. Jesse Bermejo Medical Officer（Assistant Medical Coordinator） 
Ms. Linda Deveza Nurse Coordinator 

 

（２）日本側 

１）在フィリピン日本大使館 

佐々木 孝治 医務官 

２）JICAフィリピン事務所 

松浦 昭三 所 長 
高田 裕彦 次 長 
高田 健二 所 員 

Ms. Mae Leyson プログラムアシスタント 

３）結核対策向上プロジェクト専門家 

須知 雅史 チーフアドバイザー 
笠松 美恵 結核対策 
小林 繁郎 業務調整 
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（３）関係機関（国際機関、外国援助機関） 

Dr. Michael Voniatis Medical Officer, WHO/WPRO 
Dr. Pieter Van Maarenm Medical Officer, WPRO/WHO 
Dr. Dongil Ahn Regional Adviser, WPRO/WHO 
Dr. Mariquita J. Mantala TB DOTS Specialist, LEAD/USAID 
Dr. Juan Antonio A. Perez Ⅲ Chief, Philippine TIPS/USAID 
Ms. Glory Natnat Program Monitoring Staff, National Economic Development  
 Authority 

 

１－５ 評価項目・評価方法 

 １－５－１ 評価方法の概要 

本調査は、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）の評価

手法に基づき実施した。PCMを用いた評価は、①プロジェクトの諸要素を論理的に配置したプロジ

ェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づいた評価のデザイン、②プ

ロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自

立発展性」の５つの評価の観点（評価５項目）からの収集データの分析、④分析結果からの提言・

教訓の導出及び報告、という流れからなっている。 

 

表１－１ PDMの概要 

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目標 

プロジェクト目標 
プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な目

標であり、「ターゲット・グループ」への具体的な便益やインパクト 

成 果 
プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければな

らない、短期的かつ直接的な目標 

活 動 成果の目標を達成するために投入を効果的に用いて行う具体的な行為

指 標 
プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客観

的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ・ソース 

外部条件 
各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクト

ではコントロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 

投 入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など 

 

 １－５－２ 評価のデザイン 

評価のデザインを策定するにあたり、討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM（R/D添付

のもの）、その他プロジェクト関連文書、専門家報告書等に基づき、評価項目案（付属資料４．評価

グリッド）を作成した。評価項目及び情報収集方法は、評価分析団員が、評価調査団及びプロジェ

クト関係者との協議を経て確定されたものである。なお、本調査にあたっては、プロジェクト専門

家及びフィリピン側カウンターパート（C/P）に対する質問票によるサーベイとインタビュー、ドナ

ー機関を含むプロジェクト関連機関担当者へのインタビューを行い、日本側・フィリピン側合同で
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の評価を実施した。主な評価項目は、表１－２に示すとおりである。 

 

表１－２ 主な評価項目 

 

評価設問 ５項目その他の基

準 大項目 小項目 

フィリピン側 

C/Pとスタッフの配置 

資機材の提供 

ローカルコスト 

日本側 

専門家派遣 

資機材の供与 

C/P研修 

投入の実績は予定通りか 

ローカルコスト支援 

アウトプット１：質の高いDOTSの実施 

アウトプット２：質の高い検査室サービスの実施 

アウトプットは予定通り達成され

ているか 

アウトプット３：オペレーション・リサーチの能力

の向上 

2005年までに治癒率が85％以上になる プロジェクト目標の達成の見込み

はあるか 2005年までに患者発見率が70％以上になる 

実績の検証 

上位目標の達成の見込みはあるか 2010年までに結核の有病率と死亡率が1997年の水準

から半減する 

活動の進捗状況は予定通りか 活動は予定通り行われたか 

モニタリングの仕組みは適切か 

PDMの修正は適切に行われているか 

モニタリングは適切に実施されて

いるか 

外部条件の変化に応じた対応は行われているか 

専門家とC/Pのコミュニケーションは円滑に行われ

ているか 

専門家とC/Pとの関係は適切か 

問題が生じた際に適切な解決方法がとられているか

C/Pのイニシアティブは高いか 

プロジェクト実施に際し十分な予算配分を行ってい

るか 

相手国実施機関のオーナーシップ

は高いか 

プロジェクト実施に際し適切な人員配置を行ってい

るか 

実施プロセスの検

証 

他支援団体との連携は適切に行わ

れているか 

他の支援団体・プロジェクトとのかかわり・協力は

どのようになっているか 

1.1 フィリピンの開発計画に照らした上位目標とプ

ロジェクト目標の妥当性  

1.2 フィリピンのニーズに照らした上位目標とプロ

ジェクト目標の妥当性 

１．妥当性 上位目標とプロジェクト目標はド

ナーと相手国の政策及びターゲッ

トグループのニーズと整合してい

るか 

1.3 日本のODA政策に照らした上位目標とプロジェ

クト目標の妥当性 

2.1 プロジェクト目標の達成度 

2.2 各アウトプットのプロジェクト目標達成との関

連性 

２．有効性 プロジェクトの実施により、期待さ

れる効果が得られているか。プロジ

ェクトは有効であるか 

2.3 外部条件の影響 
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 １－５－３ 情報収集 

前述の評価デザインに従い、PDM記載事項の実績データを中心に情報を収集した。使用した主な

情報源は以下のとおりである。 

・事前評価調査団ミニッツ、R/D、実施計画書（Plan of Operation：PO）、専門家報告書、各種調査

団報告書、会議資料・議事録 

・日本側及びフィリピン側の投入に関する記録（付属資料２．合同評価報告書のAnnex２～６） 

・日本人専門家、カウンターパート、フィリピン側プロジェクト関係機関、他ドナーに対する質問

票及びインタビューの結果 

 

 １－５－４ 評価５項目 

本評価調査における評価５項目の定義は次のとおりである。 

 

表１－３ 評価５項目 

妥当性 評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうかを、

フィリピン政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性の観点

から検討する。 

有効性 プロジェクトの成果の達成の度合い、及びそれがプロジェクト目標の達成度

にどの程度結びついているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量の

観点から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 

自立発展性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や開発効果が持続され

るか、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制

度的側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発展性の見込み

を考察する。 

 

3.1 日本側投入の適切性 投入の規模、時期、コスト、効果は

適切であったか 3.2 フィリピン側投入の適切性 

3.3 投入の活用度 

３．効率性 

投入はどのように活用され管理さ

れたか 3.4 プロジェクト運営管理体制 

プロジェクト実施の効果はあるか 4.1 有病率、結核死亡率の低下に対するプロジェク

トの貢献度 

4.2 予期しなかった正のインパクト 予期しないインパクトが見られた

か 4.3 予期しなかった負のインパクト 

４．インパクト 

外部条件の影響を受けたか 4.4 外部条件の影響 

5.1 制度的（政策的）側面 

5.2 財政的側面 

プロジェクトの便益は今後も持続

するか 

5.3 技術的側面 

５．自立発展性 

自立発展性に関する貢献要因・阻害

要因は何か 

5.4 貢献要因・阻害要因 
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 １－５－５ 提言の導出及び報告 

本評価調査では、DOH側との協議に基づき、まず調査団側で「合同評価報告書（英文）」のドラ

フトを作成し、さらにDOHとの再度の協議において、評価結果についてフィリピン側との合意を得

た。合意された「合同評価報告書」及びフィリピン側・日本側で協議した結果はミニッツ（付属資

料１）に取りまとめられ、フィリピン側・日本側の署名を行った。 

なお、通常評価調査中に行われる合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は、今回

日程の都合上開催されなかったが、近日中に開催し、改めてJCCのメンバーで合同評価報告書の確

認を行うということで、フィリピン側・日本側が合意している。また、評価結果に基づきPDMの改

訂について協議を行い、PDM修正案を作成したが、改訂版の完成には至らなかった。調査期間中に

作成した修正案をもとに、後日完成することでフィリピン側・日本側で合意した（詳細は第４章「４

－１ PDMの修正」を参照）。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 実施プロセスの検証 

（１）活動進捗状況 

プロジェクト開始以来、予定の活動は毎年順調に実施されている。2004年には、DOH内の手続

き上の問題により、試薬等ラボの消耗品が不足していた時期があったが、JICAをはじめとするド

ナー機関等の協力により深刻な問題とはならなかった。この際、プロジェクトが資材を供給し、

NTRLが試薬を用意し担当区域に配布した。 

 

（２）プロジェクトのモニタリング 

プロジェクトの進捗状況は関係者の間で、よくモニタリングされ把握されている。プロジェク

トでは、Quality Tuberculosis Control Programme（QTBCP）ミーティングと呼ばれる運営管理委員

会を毎月実施し、プロジェクトの進捗状況をモニタリングしたうえ、プロジェクトの関係者で会

議の内容を共有している。このQTBCPミーティングが、プロジェクト進捗のモニタリングシステ

ムとしてうまく機能しているといえる。プロジェクト実施にあたっては、定期的にPDMとPOを参

照しており、POは2004年12月に改訂された。PDMはR/D添付のもののあと、改訂されていない。 

 

（３）フィリピン人カウンターパートと日本人専門家の関係 

フィリピン側と日本側のコミュニケーションは良好と判断される。プロジェクト事務所は

NTRLの中にあり、DOHからはやや離れているが、定期的にQTBCPミーティングを開催するほか、

フィリピン側・日本側とも頻繁に互いの事務所を訪問しあっており、コミュニケーションに大き

な問題はない。 

 

（４）フィリピン側実施機関のオーナーシップ 

フィリピン側のプロジェクトに対するコミットメントは高く、DOH、NTRLに十分な数のカウ

ンターパートを配置しており、積極的に本プロジェクトに取り組んでいる。地方レベルでも、リ

ージョン、州／市、市町村保健所（Rural Health Unit：RHU）の各レベルで医療従事者がプロジ

ェクトに関与している。 

 

（５）他支援団体との連携 

WHO、USAID等、他ドナーとのコミュニケーション及び協力は円滑に行われている。プロジェ

クトではProject Assistance to Control Tuberculosis（PACT）ミーティング等の会合に定期的に出席

し、他のドナー、NGO等と積極的な情報交換を図っている。なお、現在、世界エイズ・結核・マ

ラリア基金（Global Fund to Fight Against AIDS, Tuberculosis, and Malaria：GFATM）が導入されてお

り、活動のための調整機関「国家調整委員会（Country Coordinating Mechanism：CCM）」が設立

されている。結核対策の支援パートナーとその活動の場が広がっているため、PACT会議に出席す

る時間の調整が以前に比べ難しくなったとする関係者がいたものの、今次調査の関係者への聞き

取りでは、PACTは、依然として結核対策におけるドナー調整や技術交換の場として重要であると

いう認識であった。なお、PACT、CCMとも、運営やドナーの活動調整はフィリピン側の主導に

より行われている。 
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２－２ プロジェクトの投入・活動実績 

 ２－２－１ 投入の実績 

投入は概ね計画どおり実施されている。 

 （１）日本側 

１）専門家 

長期専門家は、2005年８月までに計８名が派遣されている。指導科目は、チーフアドバイ

ザー、業務調整、結核対策である。短期専門家は、計19名が派遣されている。指導科目は、

結核菌検査、オペレーショナルリサーチ、結核対策、機材据付けの各分野である。 

２）機材供与 

2004年度末までに、5,500万円相当の機材が供与された。2005年度は総額で2,600万円相当の

供与を予定している。 

３）カウンターパート研修 

これまでに10名のカウンターパートが、結核研究所において、結核対策と結核菌検査の分

野の研修に参加している。 

４）その他（ローカルコスト支援） 

プロジェクト開始以来、2005年８月までに、合計4,000万円相当が投入されている。内訳は

初年度（2002／2003年度）5,585千円、2003年度7,856千円、2004年度24,216千円、2005年度1,881
千円（８月まで）となっている。 

 

 （２）フィリピン側 

１）カウンターパート 

フィリピン側は、保健省感染症対策課疾病予防対策センター（Department of Health/Infectious 
Disease Office/National Center for Disease Prevention and Control：DOH/IDO/NCDPC）、熱帯

医学研究所（Research Institute of Tropical Medicine：RITM）、NTRLに計18名のカウンターパ

ートを配置した。さらに、全国の地域保健局（Center for Health Development：CHD）局長、

国家結核対策指針（National Tuberculosis Control Programme：NTP）医療調整官、州／市の

保健担当官、医療調整官、看護師調整官、検査技師らが、カウンターパートとして本プロジ

ェクトに関与している。 

２）執務室 

日本人専門家の執務室はNTRLの１階に供与されている。 

３）ローカルコスト負担 

プロジェクトの活動費用は、DOHが配分するRITMの予算により支援されている。また、

巡回指導・ワークショップ開催等に係る運営費用がNTPから拠出されている。 

 

なお、投入の実績については、付属資料２．合同評価報告書のAnnex２～６を参照。 

 

 ２－２－２ 活動の実績 

活動の実績は、フィリピン側カウンターパート、日本人専門家を対象とした個別インタビュー及

び協議において、PDMにおける活動項目（８項目）別に確認した。活動の実績は表１－４のとおり

である。 
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表１－４ 活動の実績 

活動項目 評価結果 

1-1 質の高い結核対策を維持するた

め持続可能な巡回指導のシステムを

構築する。 

2004年下半期に“Handbook for Quality DOTS”が完成し、全リージョンに

配布された。プロジェクト開始当初は、海外ドナーからなるアドバイザリ

ー・チームを結成し合同で巡回指導を行う予定であったが、アドバイザリ

ー・チームは結成されず、予定されていた「アドバイザリー・チーム・マニ

ュアル（Manual for Advisory Team：MAT）」は作成されなかった。ただし、

MATに盛り込む予定であった内容は、“Handbook for Quality DOTS”に記載

されている。2004年８月の全国コンサルタティブ・ワークショップで、マニ

ュアルの使用方法に関する指導が行われた。 

1-2 結核対策に従事するすべてのレ

ベルの保健従事者に能力向上研修を

行う。 

日本人専門家、IDO/NCDPC、CHDsで協議を行い、プロジェクトで直接巡回

指導の支援を行う重点地域が選定された。選定にあたっては、結核対策の実

績が十分でないこと、したがってその地域での活動による向上が全国の結核

対策にあたるインパクトが大きいことが考慮された。この選定基準に基づ

き、ネグロスオキシデンタルとマニラ（１州／１都市）が2003年に巡回指導

の直接支援重点地域として選定された。研修等の活動の質を保つため、重点

地域は州・市レベルにあわせて年間２地域に限定することで、フィリピン

側・日本側とも合意した。また、先の結核対策プロジェクトにおける重点州

の一部にも支援を行った。プロジェクトでは、中央、リージョン、州／市、

RHUにおける医師、看護師、ヘルスワーカー等に対して、巡回指導と研修を

行った。研修の多くは、本プロジェクト及び過去２件のJICAプロジェクトで

研修を受けた中央、リージョン、州／市、RHUレベルのフィリピン側人材が

指導を行った。プロジェクト開始以来、計211の研修コースが開催され、10,175
人のDOTS担当者が質の高いDOTSに関する研修を受講した。 

中央及びリージョン４、７、マニラ首都圏（National Capital Region：NCR）
における、全国及びリージョンレベルのワークショップで、助言を行った。

1-3 国内に国の結核対策を支援する

システムを構築する。 

本活動は、保健機構改革の一環としてDOHにおけるNTP職員の削減が深刻で

あったときに計画されたものである。その後、職員数は概ね十分な水準に回

復した。また、GFATMを通じたCCMの設立等により、結核対策にかかわっ

ている国内外の支援団体を取り巻く環境が変化している。このような状況に

鑑み、現在では、新たな地域支援メカニズムを構築することは必ずしも適切

ではなく、したがって、本活動は実施されなかった。  

2-1 NTRLの機能を強化する。 NTRLの開所以来、内部精度管理システムが確立され、喀痰塗抹検査の質が

定期的にモニタリングされるようになった。検査室担当者のカウンターパー

ト研修を日本で実施した。薬剤耐性調査（Drug Resistance Survey：DRS）に

先立ち、薬剤感受性試験（Drug Susceptibility Test：DST）に関する検定試験

が実施されたところ、結果は良好であった。また、基本的喀痰塗抹検査と外

部精度管理（External Quality Assurance：EQA）の標準的研修プログラムが

確立された。2004年３月に、セブ結核検査センターとNTRLで開発した喀痰

塗抹検査検鏡基準の普及のため、新しいEQAマニュアル“Quality Assurance 
for Sputum Smear Microscopy”が発行された。このマニュアルは、喀痰塗抹

検査とその精度管理（Quality Assurance：QA）の国家指針となっている。 

2-2 国立結核検査センターを中心に、

リージョン、州、村町レベルの保健

センターとつながる喀痰検査のネッ

トワークを構築する。 

リージョン及び州／市レベルにおけるラボ及び周辺地域の検査センターに

対し、必要な機材の供与を行った。対象とする全国約100の州／市のうち27

州／市にQAセンターが設置された1。 

国家指針を普及するための研修が実施された。プロジェクト開始以来、65の

研修コースが開催され、検査技師とコントローラー計807人が受講した。研

修コースの多くは、本プロジェクト及び過去２件のプロジェクトにおいて中

央、リージョン、州／市、RHUレベルの研修を受けたフィリピン側スタッフ

                                                 
1 全国の州／市レベルの自治体数は 100 を超えているが、すべての州／市レベルの地方自治体に QA センターが必要であるとは限ら

ない。 
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が指導を行った。 

2003年９月に検査室ネットワークが確立され、定期会合が開催されるように

なった。 

3-1 オペレーショナルリサーチのた

めのニーズアセスメント及びこれを

計画し、実施するための能力向上研

修を国立結核検査センター及び保健

省感染症対策課に対して行う。 

日本人専門家とNTRL、IDO、WHO等のパートナーによるオペレーショナル

リサーチの一つとして、DRSが計画・実施された。また、EQAに関するオペ

レーショナルリサーチが、日本人専門家とセブ結核検査センター、セブ州、

セブ市の協力により実施された。フィリピン側・日本側でこれらを共同で研

究していく過程で、担当職員の能力向上のための技術指導・支援が行われた。

3-2 全国耐性菌検査を行い、必要な

データを収集することを支援する。 

DRSに関するオペレーショナルリサーチが計画され、日本人専門家が必要な

データの収集を支援した。  

3-3 Public Private Mixに関するオペ

レーショナルリサーチ実施について

検討する。 

官民連携ドッツ対策（Public-Private Mix DOTS：PPMD）に関するオペレー

ショナルリサーチを予定していたが、PPMDはUSAIDの支援下でPhilCATと
DOHの共同で導入されていたため、実施されなかった。 

EQAに関するオペレーショナルリサーチをプロジェクトで支援した。次のオ

ペレーショナルリサーチの課題を検討中である。 

 

２－３ プロジェクト目標・上位目標の達成見込み 

＜プロジェクト目標とその指標＞ 

質の高い国家結核対策計画が持続的に運営されるようになる。 

 

以下の指標が2005年末までに全国平均で達成され、プロジェクトの終了まで維持される。 

１．治癒率が85％以上であること 

２．患者発見率が70％以上であること 

 

＜上位目標とその指標＞ 

2010年までに結核問題の各指標が半減する。 

１．塗抹陽性患者有病率が1997年の数値、人口1000対3.1から1.6以下になること 

２．結核死亡率が1999年の数値、人口10万対39.4から18.3以下になること 

 

 フィリピン全国において、患者発見率は2004年に既にプロジェクト目標の70％に達しており〔WHO
／世界保健機構西太平洋地域事務局（World Health Organization/Regional office for Western Pacific：
WPRO）の報告による〕、フィリピン側のオーナーシップの高さと技術移転の進捗を考慮すると、今後

もこの水準の持続または向上が可能と考えられる。2003年の治癒率は78％（WHO/WPRO）であるが、

治療成功率が2000年以降既に88％を維持しており、喀痰検査の拡大と合わせれば、プロジェクト目標

である治癒率85％以上の達成は可能と考えられる2。よって、プロジェクト終了時までには、プロジェ

クト目標を達成する見込みは高い。 

 上位目標についても、成果が順調に達成されつつあり、達成されると見込まれる。フィリピン側の

コミットメントが高いこと、医療従事者のキャパシティビルディングが行われていることが、その要

因としてあげられる。 

                                                 
2 治癒率とは、治療が成功裏に完了したのち喀痰塗抹検査が陰性だった患者の割合をさす。治療成功ののち喀痰塗抹検査を受けなか

った場合は、治療成功率には数えられるが、治癒率には含まれない。 
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２－４ 成果達成状況 

 本評価調査において、各成果に設定された指標をもとに、成果の達成度を確認した。 

 

（１）成果１ 質の高いDOTSの実施が能力向上活動及び巡回指導の強化を通じて保証される。 

成果１の指標 

1-1 巡回指導マニュアルが作成・配布される。 

1-2 アドバイザリー・チーム・マニュアル（Manual for Advisory Team：MAT）が巡回指導で

活用される。 

1-3 アドバイザリー・チームが治癒率85％未満の全ての州で巡回指導を行う。 

1-4 各州の90％以上のRHUが、以下の目標を達成する。 

（１）新規登録の全結核患者における喀痰塗抹陽性患者の割合が60％以上 

（２）３回の喀痰収集率が90％以上 

（３）治癒率が85％以上 

（４）DOTS登録率が100％ 

 

 2004年第１四半期に、巡回指導マニュアル“Handbook for Quality DOTS”が完成し、全リージョ

ンに配布された。CHD、ネグロスオキシデンタル州保健局（Province Health Office：PHO）、マニラ

市保健局（City Health Office：CHO）における保健従事者とのインタビューによれば、このマニュ

アルは巡回指導にあたり保健従事者がよく活用しているとのことである。全国における本マニュア

ルの配布・活用により、標準化された質の高い巡回指導を通じた結核対策が、全国規模で普及して

いくことが期待できる。 

 一方、予定されていた“Manual for Advisory Team（MAT）”は、作成されなかった。これは、GFATM
の導入等、結核対策を取り巻く環境の変化により、アドバイザリー・チームが結成されなかったた

めである。プロジェクト開始時は、アドバイザリー・チームによる全州への巡回指導を予定してい

たが、結成されなかったことで、アドバイザリー・チームによる巡回指導も実現しなかった。しか

しながら、MATに盛り込む予定であった内容は、“Handbook for Quality DOTS”に取り込まれ、マ

ニュアルは、現場で活用されている。したがって、MATが作成されなかったことは、質の高いDOTS
実施の進捗全体には影響を及ぼさなかったと判断される。 

 プロジェクトが直接巡回指導の支援を行っている２つの地域、ネグロスオキシデンタルとマニラ

では、地域内の各RHU/HC（Health Center：市保健所）のデータを集計している。これらの地域の

実績は次のとおりである。 
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表１－５ ネグロスオキシデンタルにおける巡回指導に係る指標の実績 

 目標値を達成した

RHU数 

目標値を達成した

RHUの割合（州内

RHU総数31）（％）

州全体における指標

（％） 

新規登録の全結核患者におけ

る喀痰塗抹陽性患者の割合

（2004年度第４四半期） 

27 87.1 80.7 

３回の喀痰収集率 

（2004年第３四半期） 
26 83.9 93.7 

治癒率 

（2003年第４四半期） 
19 61.3 84.7 

DOTS登録率   100 

 

表１－６ マニラにおける巡回指導に係る指標の実績 

 目標値を達成した

RHU数 

目標値を達成した

HCの割合（市内HC
総数49）（％） 

市全体における指標

新規登録の全結核患者におけ

る喀痰塗抹陽性患者の割合

（2004年度第４四半期） 

32 65.3 65.8 

３回の喀痰収集率 

（2004年第３四半期） 
42 42.9 94.3 

治癒率 

（2003年第４四半期） 
21 42.9 75.0 

DOTS登録率   100 

 

 ネグロスオキシデンタル州、マニラ市とも、DOTS実施率が100％に達しているほかは、目標とし

ている成果の指標を達成しているRHU/HCは、地域内の90％に達していない。しかしながら、州全

体、市全体でみると、治癒率以外は目標としている指標を達成している。現行のPDMでは、「州に

おいて90％以上のRHUが指標を達成すること」となっているが、RHUレベルでは、例えば対象とな

る患者数が数名といったところもあり、個々のRHUのデータが必ずしも州全体の状況をみるのに適

切とは限らないという指摘があった。州全体でみたデータが目標値に近づいていることから、プロ

ジェクトでDOTSの巡回指導を直接支援している地域では、プロジェクトの成果は発現しつつある

と考えてよい。 

 過去のプロジェクトで支援した州については、プロジェクトに送られてくるデータを引き続きモ

ニタリングし、現在のところ良好な成績を維持している。なお、それ以外のプロジェクトが直接支

援を行っていない地域からは、RHU/HCレベルでのデータの収集は困難であることが指摘されてい

る。したがって、RHU/HCレベルでのデータが収集できたのは、ネグロスオキシデンタル、マニラ、

及びJICAの過去２件のプロジェクトで支援を行った重点州に限られた。一方、州／市レベルでの指

標は全国にわたり集計されており、NTPによってモニタリングされている。こうした事情から、プ

ロジェクトでは、今後成果の指標のとり方を再検討する必要があると考えており、PDMを見直すこ

とで合意した（第４章「４－１ PDMの修正」を参照）。 
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 JICAでは、公衆衛生プロジェクト（1992～1997）及び結核対策プロジェクト（1997～2002）にお

いて、DOTS実施でNTPを支援してきた。その結果、現在では、NTPや他の国際援助団体によって、

JICAが直接支援を行っていない地域においてもDOTSの普及が進められている。過去のJICAのプロ

ジェクトで開発された“Manual for Procedures（MOP）”は、こうした普及活動に役立っている。ま

た、今次プロジェクトにおいては、フィリピン側のキャパシティビルディングが順調に進行してお

り、プロジェクトで研修した多くの保健従事者がトレーナーとしての十分な能力を持つようになっ

ている。こうしたことにより、プロジェクトで直接巡回指導を支援している地域は限定されている

が、DOTSの普及はDOHのNTPの活動の中で順調に行われていると考えられる。さらに、今次プロ

ジェクトで開発された“Handbook for Quality DOTS”がすべてのリージョンに配布されており、質

の高いDOTSの普及に資するものと期待される。以上のことから質の高いDOTSが国内全域に普及さ

れる準備は整いつつあると考えられる。 

 

（２）成果２ 喀痰検査ネットワークの成立によって質の高い検査が全国で実現する。 

成果２の指標 

2-1 NTRLにおいて、 

（１）研修及び巡回指導が計画・実施される。 

（２）喀痰塗抹検査の内部精度管理の確立により以下の指標が達成される。 

a）喀痰顕微鏡検査の一致率が95％以上 

b）偽陽性率が５％未満 

c）偽陰性率が２％未満 

（３）薬剤感受性試験技術が外部確認試験によって認定される。 

2-2 全国の州レベルで100％の精度管理が達成される。 

a）喀痰顕微鏡検査の一致率が95％以上 

b）偽陽性率が５％未満 

c）偽陰性率が２％未満 

 

 プロジェクト開始以来、喀痰塗抹検査に関する65の研修コースが開催され、全リージョンの807

人の検査技師・コントローラーが訓練された。また、対象となる100程度の州・市のうち、27の州・

市にQAセンターが設置された。基礎研修とQA活動により、喀痰塗抹検査の質が顕著に向上したこ

とが報告されている。さらに、これら研修活動を通じ、NTRLの検査技師がワークショップや研修

をファシリテートする能力も向上したと報告されている。 

 NTRLの開所から１か月を経た2002年４月以降、内部精度管理に関する活動が旧来の品質管理シ

ステムに基づき実施されていた。活動開始後最初の半年における偽陽性率は4.1％、偽陰性率は1.2％

であったが、2002年10月から2003年６月の期間におけるこれらの指標は、それぞれ０％、0.1％と改

善されている。2004年第１四半期に、EQAのシステムを新たに導入してからは、2004年第３四半期

に強陽性での読み間違い（Major Error）が１件発生したほかは、2005年第１四半期に至るまで、Major 
Errorの発生はない。 

 全体として、全国における質の高い喀痰検査ネットワークの構築は順調に進展しているものと判

断される。ただし、一部の地方自治体では、財源不足や人材の離職により検査技師が配置されてお

らず、こうした地域では質の高い検査が困難となる可能性がある。 
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（３）成果３ 結核対策を監視するためのオペレーショナルリサーチを企画・実施する能力が向上す

る。 

成果３の指標 

3-1 薬剤耐性調査が計画・実施される。 

3-2 オペレーショナルリサーチの結果が公表されNTPの戦略開発に活用される。 

 

 DRSに先立ち、NTRLにおける薬剤感受性試験（Drug Susceptibility Test：DST）のEQAが、WHO
のSupranational Reference Laboratoryである結核研究所によって実施され、所定の精度を有すること

が確認された。 

 DRSの開始は、当初2003年１月に予定されていたが、準備に時間を要し、2003年５月まで遅れた。

DRSに必要な研修と機材供与を行い、2003年６月から症例集積が開始され、2004年９月に終了した。

DRSに際しては、症例の不足及びデータ入力等が課題になっていたが、プロジェクトの支援により

解決をみることができた。現在、DRSは最終段階に入っている。 

 本活動はすべて、フィリピン側カウンターパートと日本人専門家の共同で行われ、活動を通じて

フィリピン側カウンターパートに必要な技術指導・支援を行った。現行のPDMでは、カウンターパ

ートのオペレーショナルリサーチの能力を測定する指標が設定されていなかったため、具体的な記

録等は残っていないが、オペレーショナルリサーチは順調に進捗しており、聞き取り調査などから

は、フィリピン側のオペレーショナルリサーチに関する能力も向上したものと考えられる。 

 

２－５ 技術移転状況 

これまでのプロジェクト活動は概ね順調で、プロジェクトが所期の成果を達成する見込みは高いも

のと思われる。今回視察したネグロスオキシデンタル州及びマニラ市においては、成果１「質の高い

DOTSの実施」並びに成果２「喀痰塗抹検査ネットワーク」に関する技術移転とそれに伴う着実な成

果を認めた（下記の報告参照）。成果３「オペレーショナルリサーチ」については、結核菌薬剤耐性調

査が最終段階にあることは、結核菌培養やDST並びにデータ処理といった、より高度な技術移転が行

われていることを示している。また、プロジェクトが作成した“Handbook for Quality DOTS”“Quality 
Assurance for Sputum Smear Microscopy”、及び前プロジェクトによる結核対策マニュアル（Manual of 
Procedures）は全国レベルで結核対策関係者の技術水準を向上させ、結核対策技術の移転に大きく貢献

している。 

 

＜ネグロスオキシデンタル州及びマニラ市の結核対策現場の視察について＞ 

ネグロスオキシデンタル州（人口2,565,723人）は、1997年にWHOの支援のもとにDOTSが開始され、

2000年に（州の管轄ではないBacolod cityを除く）全州に拡大されたが、Region６の中においてはその

後の定期的なモニタリング実施がないことから成績が低迷しており、国際機関からの支援もなく、対

策が遅れていた州であった。プロジェクトからは、2003年の基礎調査に始まる支援を行ってきた。今

回は、QAセンター、Bago、Silay、TalisayのCHOと村落保健所（Barangay Health Station：BHS）を訪

問した。その中で、結核患者の登録台帳、検査台帳、治療カードについて記録の正確さを調べたとこ

ろ、いくつか微細な記載ミスはあったものの、概して正確に記録がなされており、患者へのインタビ

ューからは毎日確実に服薬指導がなされていることが確認された。最新の統計資料によると、PDMの

指標である、３回の喀痰収集率、治癒率は目標に達していないものの改善傾向にあり、新規登録の肺

結核患者における喀痰塗抹陽性患者の割合は適切な範囲内にあった。助産師、バランガイ・ヘルスワ
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ーカーらが地域で積極的な活動を行っており、結核患者の確実な服薬を支えている。同行した州の看

護師調整官へのインタビューからは、プロジェクトが作成・配布した“Handbook for Quality DOTS”
により巡回視察とモニタリングの手順が各市で標準化されたことの重要性、供与機材の車両が巡回指

導の効率性を上げていること等が聞かれた。また、州レベルでもBHSレベルにおいても、積極的に結

核対策に従事する医療従事者やボランティアに会ったが、プロジェクト専門家による現場での直接の

熱心な指導と、その指導により確実に質の高いDOTSを行い結核患者の治癒をみることが、医療従事

者らの動機付けの一因となっていると思われる。 

マニラ市（人口150万人）は、治療成績や発見率の低迷、貧困層の規模、他ドナーの有無等を判断・

評価基準として、本プロジェクトとDOH及びマニラ首都圏（National Capital Region：NCR）との協議

により支援地域として選ばれた。今回の視察では、QAセンター、District１のBarrio Fugoso Health Center
とBarrio Magsaysay Health Centerを訪問した。QAセンターでは、プロジェクトが作成・配布した“Quality 
Assurance for Sputum Smear Microscopy”が活用され、精度管理の結果は丁寧に記録され、記録や標

本は適切に保管されていた。両Health Centerでは治療脱落率が高く、治癒率を低めていた。実際に調

査団が足を運んだこのDistrictは、港湾近くに位置し、もとは無断居住者が多かった地区であり、

Depressed Barangay（貧困地区）が多く、また移動人口が多いことが治療脱落者の多さに関連している。

また、看護師の高い離職率もあり、この地区の結核対策従事者にとっての環境は良いとはいえないが、

それでも結核患者の治癒をめざして取り組む献身的な医療従事者やボランティアを見て、人材育成が

進んでいること、今後の自立発展性を考えるうえでもプラスに働くであろうと考えられた。また、マ

ニラ市は今後も結核対策は重視していく方針であることを確認した。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果の総括 

2002年９月に開始された本プロジェクトは、「質の高い国家結核対策が持続的に運用されるように

なる」ことをプロジェクト目標とし、指標として「2005年までに85％以上の治癒率と、70％以上の患

者発見率を達成し、それを維持すること」を掲げている。このプロジェクトは1992年９月以降、JICA
が２件のプロジェクトを通して、10年にわたり技術支援を行ってきた国家結核対策をさらに発展させ、

継続性を持たせるための総仕上げであり、「質の高いDOTS」と「自立発展性」がキーワードとなって

いる。 

現在まで、プロジェクトは計画に沿って着実に進展しつつある。プロジェクト開始後GFATMの導入

やUSAIDの新たなプロジェクトの参入、ヘルスセクターリフォームの余波など、フィリピンの結核対

策を取り巻く環境が大きく変わったことが影響し、実状に即さない一部の活動が実施されなかったも

のの、成果としてはほぼ予定通りの達成状況にある。プロジェクト目標の指標である患者発見率は、

2004年に目標の70％に達した（WHO/WPRO）。治癒率は78％（2003年コホート）と目標の85％に及ば

ないものの、2001年の74％から着実に増加しており、また治療成功率が88％（2003年コホート）と高

いこと、顕微鏡検査ネットワークが全国に展開し、喀痰塗抹検査が確実に実施されるようになりつつ

あることから、プロジェクト終了までには目標を達成する可能性は高いものと思われる。 

本プロジェクトでは、巡回指導によるモニタリングの強化、喀痰塗抹検査体制の充実と精度向上、

オペレーショナルリサーチ能力の向上により、全国レベルでDOTSの質を高めることをめざしている。

具体的には、結核対策の遅れている地域への重点的な指導、国及びリージョンレベルでの会議等にお

ける結核対策担当官らの指導、“Handbook for Quality DOTS”や“Quality Assurance for Sputum Smear 
Microscopy”等のマニュアルの作成・配布・活用、結核菌検査に対するEQAシステムの全国展開とい

った活動がなされており、活動の成果はいくつかの指標に反映されている。視察した行政部局、保健

所及びQAセンターでは、マニュアルに従った適正な結核対策が行われ、患者は毎日確実に服薬してい

ることを確認した。また、成果の一つである、オペレーショナルリサーチについては、喀痰塗抹検査

のEQAに関する研究結果が既に現行のシステムに反映されているほか、全国薬剤耐性調査のサンプリ

ングと薬剤感受性試験が終わり、結果の分析とそのEQAが行われている。 

プロジェクトの５項目評価については、妥当性、有効性、効率性は高く、インパクトも大きい。懸

案の自立発展性については、フィリピン側のコミットメントは高く、プロジェクトの経験を生かし、

自主的な結核対策活動を展開している。さらに、人材育成がこれまで順調に行われた結果、フィリピ

ン人カウンターパートがイニシアティブをとって継続的な研修を実施しており、プロジェクト終了後

も高い自立発展性が期待される。 

 

３－２ 評価５項目による分析 

 ３－２－１ 妥当性 

フィリピンのニーズ、及びフィリピン政府の政策、日本政府の政策に照らし、プロジェクトの妥

当性は高いといえる。 

フィリピンは、WHOによれば、推定患者発生数が世界第９位であり、結核高負担国22か国に含ま

れている。すなわち、推定患者発生率が人口10万人当たり296（WHO, Global Tuberculosis Control, 
WHO Report, 2005）と依然として深刻な疾病であり、結核対策に対するニーズは高い。 
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このような背景のもと、同国は2004年から2010年における中期計画（Medium-Term Philippine 
Development Plan 2004-2010）において、フィリピン政府は、対策を講じるべき重要な疾病の一つと

して結核をあげている。その対策における目標として、新規結核患者における喀痰塗抹陽性患者発

見率70％以上、治癒率85％以上の達成を掲げている。この中期計画では、これらの結核の指標を、

他の疾病に関する指標ともに、2010年までに達成することとしている。しかしながら、今次評価調

査における協議の中で、結核に関しては、フィリピン政府は依然として2005年までに治癒率と患者

発見率の目標を達成することをめざしていることを確認した。したがって、フィリピン政府による

結核対策におけるこれら指標と達成目標年は、本プロジェクトPDMで示されたプロジェクト目標の

指標と一致していることになる。 

日本の政府開発援助において、フィリピンに対する国別援助計画では、保健セクターへの援助は

重要分野とされており、なかでも結核は、家族計画、母子保健、HIV/AIDS対策とともに、保健セク

ターにおける重要分野の一つにあげられている。結核対策を支援する本プロジェクトは、日本の対

フィリピンODA政策に照らしても妥当といえる。 

 

 ３－２－２ 有効性 

現在のプロジェクトの進捗を維持することができれば、プロジェクト目標達成の見込みは高いと

想定される。 

WHO/WPROによれば、2003年コホートにおける治癒率は78％で、1999年の70％から上昇はしてい

るものの、プロジェクト目標であげている85％の目標値とは開きがある。しかしながら、治療成功

率は2000年に既に88％に達しており、2004年までこの水準を維持している（2004年のデータは暫定

値）。これらデータは、治療が成功した患者のすべてが治療完了後の喀痰塗抹検査を行い、陰性の結

果が出れば、治癒率は理論上88％まで上昇することを意味する。加えて、プロジェクトの支援によ

り検査ネットワークが向上しているので、喀痰検査を行わない患者は減少するものと考えられる。

したがって、プロジェクト終了時までには、治癒率は全国レベルで85％に達するものと期待される。

DOTS発見率（＝DOTSによる患者発見率）は、WHO/WPROの推計によれば、2004年に既に70％に

達しており、プロジェクト目標の指標が達成されている。 

また、今次調査の結果から、プロジェクトの成果は順調に達成されていると判断される。３つの

成果（①質の高いDOTSの普及、②質の高い検査室ネットワークの確立、③オペレーショナルリサ

ーチの能力向上）は、いずれも結核対策に不可欠なものであり、３つの成果が組み合わさって、プ

ロジェクト目標の達成に貢献しているものと判断される。 

DOTSの巡回指導に対する直接的な支援は一部の地域に限定されているが、このプロジェクトで

開発したマニュアル及び全国レベルにおける研修により質の高いDOTSの実施が他の地域にも拡大

していること、また検査ネットワークが全国に確立されたこと、さらに、今後プロジェクトがその

手法・経験を他のリージョンやDOHと共有する機会をより積極的に設けることを検討中であること

から、プロジェクトの成果は全国レベルでのプロジェクト目標の達成に資するものと考えられる。 

 

なお、フィリピンではプロジェクト開始当初に比べ、基本的なDOTSのコンポーネントを超えて、

薬剤耐性結核の治療を考えるDOTS Plusの推進や公的機関と私的機関の連携による対策を試みる

PPMD等、結核対策関連活動が多様化している。しかしながら、大部分の患者はDOTSで対応できる

こと、多剤耐性結核においても予防に勝る療法はなく、DOTSを確実に実施してその発生を防ぐこ
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とが最重要であること、結核対策においては依然として公的機関によるオーナーシップが重要であ

ることを考慮すれば、公的機関による質の高い基本的なDOTSの普及により結核の制圧をめざして

いる本プロジェクトは、結核対策に有効であると思料される。 

プロジェクト目標達成の見込みについては、フィリピン側のオーナーシップの高さ、日本人専門

家による技術的助言・支援、プロジェクトによる研修・モニタリング活動とその結果によるフィリ

ピン側人材のキャパシティビルディング、プロジェクト活動全体における適切な業務調整・調達等

により、達成見込みが高いと考えられる。しかし、フィリピン側の特に地方レベルにおける予算の

不足が指摘されており、プロジェクト目標達成の阻害要因となる可能性がある。 

 

 ３－２－３ 効率性 

投入は概ね適切に行われ、予定されていた活動が順調に行われ成果をあげている。 

 

 （１）日本側 

１）専門家派遣 

2005年８月までに、チーフアドバイザー、結核対策、業務調整の３分野で８人の長期専門

家が派遣された。チーフアドバイザーのうち１名が病気のため早期帰国を余儀なくされたが、

短期専門家の派遣の増加、及びプロジェクトで雇用しているローカル・エキスパートの効果

的活動により、プロジェクトの進行に大きな影響はなかった。 

2004年11月より、プロジェクトが業務委託により実施されるようになったことに伴い、2005

年の３月から４月にかけての数週間は、長期専門家が１名も派遣されていなかった。長期専

門家の不在期間は予算も出ないため、研修等一部のプロジェクト活動を１か月以上延期せざ

るを得なかった。 

全体としては、専門家の数、指導分野、派遣時期は、長期専門家、短期専門家ともに適切

で、効果的な巡回指導、研修活動、オペレーショナルリサーチ支援等が行われた。 

２）機材供与 

供与機材の数、種類は概ね適切である。供与機材は、ほぼすべて適切に活用され維持され

ている。2004年２月に車両１台の盗難があり、１年後、保険により新しい車両が補填された。

この間、プロジェクトでは、フィリピン側の協力も得て必要な交通手段の手配を行った。手

配のための余分の作業と多少の不便はあったものの、プロジェクトの進行全体に対する影響

はなかった。 

３）カウンターパート研修 

カウンターパート研修は、研修分野、研修時期、派遣研修員の数とも適切であった。イン

タビューでは、今後はより多くの検査技師をカウンターパート研修に送ることができればよ

り効果的であろうというコメントが聞かれた。 

４）ローカルコスト支援 

プロジェクト実施に係るローカルコスト負担額は、2004／2005年度に増加しており、2005

／2006年度にも同程度の額のローカルコスト負担が予定されている。これは、プロジェクト

の進捗に伴い、2004年以降、研修・ワークショップの数が増加したことによる。 
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 （２）フィリピン側 

１）カウンターパート 

フィリピン側は、DOH、RITM、NTRLに計18名のカウンターパートを配置した。また、リ

ージョンと州／市レベルにおいて、NTP調整官、保健担当官、検査技師等がプロジェクトに

かかわっている。フィリピン側カウンターパート、医療従事者のコミットメント及び能力は

概ね高いと評価される。 

プロジェクト開始当初は、ヘルスセクターリフォームに伴う人員削減により、DOHのNTP
担当者は２名しかいなかったが、現在はNTPにかかわる職員は十分な水準まで増員されてい

る。十分な数の能力の高いカウンターパートの配置は、プロジェクトの円滑な実施に有効で

あった。NTPの職員は他の業務も担当しているため、地方への巡回指導等のスケジュール調

整が困難な場合もあるが、本プロジェクトに対する積極的な姿勢がうかがわれた。 

２）執務室 

フィリピン側によりNTRLに用意されたプロジェクト事務所は、広さ、施設とも十分であ

り、日本人専門家と検査室職員の緊密なコミュニケーションに役立っている。プロジェクト

事務所はDOHからはやや離れているが、フィリピン側・日本側とも、QTBCP会議を定期的に

開催し、また互いに双方の事務所を行き来するなどして、コミュニケーションの促進に努め

ており、問題は生じていない。 

３）運営コスト負担 

フィリピン側は、巡回指導等の運営費、検査室試薬・消耗品、NTRLの光熱費を負担した。

一部でフィリピン側の巡回指導等に係る運営費はまだあまり十分でないという指摘がされて

いる。しかしながら、当初はプロジェクトで負担していたナショナルワークショップの費用

を現在はフィリピン側が負担しており、リージョナルワークショップの費用もDOHの予算で

実施しているなど、必要な運営費が次第に確保されつつあるといえる。 

一時期、検査質消耗品の供給が、手続き上の問題により中断され、プロジェクト活動の進

行が影響を受けたことがあった。しかしながら、JICAをはじめとする支援団体の協調により

重大な問題とはならなかった。この際、プロジェクトが資材を購入し、NTRLが試薬を準備

し担当地域に配布した。 

地方自治体の結核対策プログラムからの、本プロジェクトに対するコスト負担は、自治体

によって異なっており、十分な予算のない地方自治体があることが報告されている。 

 

 ３－２－４ インパクト 

アンケート、インタビュー等の調査結果から、本プロジェクトの目標が達成され、その成果によ

り上位目標が達成される見込みは高いと判断される。本プロジェクトで導入しているDOTSの定期

的巡回指導は、NTPの主導で全国に拡大されつつあり、本プロジェクトで直接支援を行わない地域

にもインパクトを与えるものと期待される。全国検査ネットワークシステムの維持により、質の高

いNTPが実現し、将来的な結核の有病率・死亡率の低下につながると考えられる。 

プロジェクトの活動実施により現れた正のインパクトとして、JICAの第三国研修においてNTRL
の検査技師が協力したことがあげられる。第三国研修「結核塗抹検査精度管理」は、ASEAN諸国の

検査技師とプログラム担当者を対象にNTRLにおいて実施され、2003年に14名、2004年に16名の参

加者があった。本プロジェクトで研修したNTRLの検査技師がASEAN諸国の検査技師に研修を行っ
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た。 

また、アンケート、インタビューの中で、本プロジェクトを通じ医療従事者の業務に対する意識

が高まったことが指摘されており、予期しなかった正のインパクトといえる。負のインパクトにつ

いては特に報告されていない。 

プロジェクトのインパクト発現を阻害する要因として、いくつかの、政治的・社会的不安定、地

方における政権交代による結核対策に対する地方自治体の支援の変化等の外部条件があげられてい

る。 

 

 ３－２－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は概ね高いと考えられる。ただし、将来的な自立発展性に影響を与

えると考えられる要因もいくつか指摘されている。 

制度的自立発展性に関しては、結核対策に対するフィリピン政府のコミットメントは、中央レベ

ルでは非常に高く、地方レベルにおいてもほとんどの地方自治体において高い。また、ドナー社会

も引き続き結核対策を支援していく見込みである。したがって、現在のフィリピン政府の高いコミ

ットメントが中央及び地方レベルで維持されれば、制度的自立発展性は十分高いと期待される。た

だし、地方においては政権交代に伴い、地方政府の政策が変わる可能性があることが指摘されてい

る。DOHでの聞き取りによれば、中央から地方に対しては、結核対策を引き続き重視するよう奨励

することはできるが、地方分権が進展しているなか、強制力はないとのことであった。 

財政的自立発展性に関しては、関係者への聞き取り等によれば、本プロジェクト終了後も、DOH
は、持続的に結核対策に必要な予算を、ある程度確保できるものと考えられる。前述したとおり、

ナショナルワークショップやリージョナルワークショップの費用は既にDOHで負担するようにな

っており、今後もDOHの予算により活動が継続されていくことが見込まれる。ただし、地方政府に

おいては、３年ごとの選挙により政権が変わるため、今後もすべての地方自治体において必要な予

算が確保できるか現時点では不明である。 

技術的自立発展性は、フィリピン側カウンターパートに対する技術移転が順調に進んでいること

から、高いと考えられる。報告書及びアンケート・インタビュー結果では、研修した医療従事者の

技術水準が顕著に向上していることが報告されている。また、過去のプロジェクト及び本プロジェ

クトの初期に研修を受けた医療従事者らがファシリテーター・トレーナーとなり、研修を実施でき

るようになっている。こうしたトレーナーの能力をもつ医療従事者は、中央、リージョン、州／市、

RHUレベルに育成されており、これら人材が核となって、本プロジェクト終了後も他の医療従事者

を継続的に研修していくことが可能と考えられる。研修された人材の離職が頻繁であることが技術

面での自立発展性での阻害要因となりうる可能性があるが、インタビューでは、離職者が出ても現

在の人材で新しい人材をある程度研修していけるであろうという意見が多かった。 

本プロジェクトでは、過去の結核対策プロジェクトで支援した地域に対して継続的支援は現在で

は行っていないが、過去の支援地域のデータは継続的にプロジェクトに送られてきており、プロジ

ェクトで引き続きモニタリングを行っている。その結果、以前に協力した地域ではその成果が持続

されているとのことであった。過去のプロジェクトにおいて自立発展性が見られる要因としては、

これまでのプロジェクトで確立されたDOTSが定着しつつあること、検査室ネットワークが引き続

き機能し拡充されつつあること、プロジェクトで研修した人材の能力が向上していること等が考え

られる。本プロジェクトでは、これまでのプロジェクトの成果を基礎にさらに質の向上と地理的拡
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大をめざしており、過去のプロジェクトの支援対象地域で自立発展性が見られることは、本プロジ

ェクトにおいても自立発展性が期待できる要因の一つといえる。現在までプロジェクトでは、DOH
主導でプロジェクトの重点地域以外の地域でも質の向上のための活動を拡大していけるような仕組

みづくり（マニュアル作成等）は行っていないが、この点が改善されれば、より自立発展性が見込

めると期待される。 
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第４章 今後の計画及び提言 
 

４－１ PDMの修正 

今次調査では、DOHとの協議において、IDO、NTRLのカウンターパート、日本人専門家、調査団の

間で、現行PDMに基づいて、これまでのプロジェクトの進捗状況、達成度を確認した。その協議内容

を踏まえ、今後のプロジェクト計画を見直すため、PDMの改訂について、双方の関係者間で協議を行

った。 

協議において、調査団、日本人専門家、フィリピン側で確認した点は以下のとおりである。 

・ターゲット・グループは、「フィリピンの医療従事者」、最終裨益者は「フィリピンの住民」、対

象地域はフィリピン全国とする。 

・上位目標、プロジェクト目標については変更なし。 

・上位目標、プロジェクト目標の指標についても変更なし。 

・成果１～３については変更なし。 

・成果の指標については、見直しを行う。 

・活動については、見直しを行う。現在、2004年12月に、フィリピン側・日本側双方合意のうえで

作成したPOに基づいて、活動を行っており、基本的にこのPOに沿った内容とする。 

・外部条件については、見直しを行う。 

 

成果の指標では、成果１については、全国に裨益することを考慮したうえで重点地域を選択し投入

を行っていること、RHUレベルのデータは必ずしも州全体の状況を反映していないことなどから、プ

ロジェクトで直接支援を行った州／市レベルのデータ、リージョナル・ワークショップの支援を行っ

たリージョン全体におけるデータ等を指標とすることを検討している。成果２については、現行の

PDMで、False positive/False negativeとしていたものを現在のシステムに合わせMajor Errorとすること、

NTRL及び州レベルのデータを収集すること等を検討中である。 

 活動については、2004年12月のPOに基づき、内容を修正し具体的な表現にすることを検討した。特

に成果の１に対応する活動については、フィリピン側・日本側双方の協議に基づき、全国にプロジェ

クトの効果が裨益することをめざして戦略的に地域選定を行っていることが明確になるような表現を

検討している。 

外部条件については、社会・経済情勢、HIV/AIDSの状況、国際的支援、結核に対する国家政策等を

盛り込むことを検討した。 

上記協議を受け、調査団側で修正案を作成したが、日程上の制約等から、フィリピン側との具体的

検討は調査中には行わず、本調査終了後、さらに日本側・フィリピン側で協議を続け、可能な限り早

期にPDMの改訂版（PDM２）を完成させることを、DOHとの会議で合意した。 

 

４－２ 提 言 

 中間評価の結果を踏まえ、調査団より以下の提言がなされた。 

 

（１）DOHにおいて、確固たるイニシアティブのもとに結核対策を優先させる方針を維持すること

が、不可欠である。全国での質の高いDOTSを維持・促進させるために、引き続き、結核対策の

ための十分な予算や人員の確保に向けた最大限の努力を払うことが必要である。さらにDOHは、

地方自治体に対しても、持続可能な質の高い結核対策への強いコミットメントを保持するよう奨
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励することが望まれる。 

 

（２）NTPでは、医療従事者のイニシアティブと研修により向上したキャパシティにより、質の高い

結核対策を継続的に行うことが必要である。NTPに従事するフィリピン人職員（国、リージョン、

州／市、RHUレベルの保健担当官、医療調整官、看護師調整官、検査技師）は、結核対策を独力

で継続できる十分な能力が備わってきており、さらに同僚を研修できる能力もあると評価される。

プロジェクトの自立発展性のために非常に重要な要因である。 

 

（３）プロジェクトにおいては、フィリピン側・日本側、双方の緊密な協議により、プロジェクトが

重点的に巡回指導を指導する州／市を、引き続き戦略的に選定していくことが重要である。選定

にあたっては、その地域の指標が低いこと、したがってその地域における重点的活動による向上

が全国の結核対策に与えるインパクトが大きいと予想されることを考慮する。こうした活動は、

治療成績の低い州／市でのDOTSの質を高める時の「モデル」ともなり得ると考えられる。 

 

（４）プロジェクトにおいては、NTP及びリージョンと定期的に会合をもち、全国での質の高いDOTS
を維持・促進させるための実用的な戦略を討議することが重要である。その際には、NTPの主導

により、重点地域以外の地域で巡回指導を継続的に拡大していけるよう、プロジェクトにおける

活動の成果をレポートやマニュアル等の形で残していくことが有効と考えられる。 

 

（５）プロジェクトでは、“Handbook for Quality DOTS”及び“Quality Assurance for Sputum Smear 
Microscopy”の一層の普及と活用を検討していく必要がある。特に重点地域以外において、どの

ようにNTPの主導でマニュアルの普及を行いプロジェクトとして活用のモニタリングを行ってい

くかを検討したうえ、今後の活動計画に盛込むことが望まれる。 

 

（６）PACT会議は、技術的な課題を討論し、結核対策に従事する援助機関を調整する機会として重要

であるため、DOHのイニシアティブにより、その機能をより強化していくことが適切と考えられ

る。 

 

（７）プロジェクトにおいては、NTPの強いイニシアティブのもと、EQA全国展開のために最大限の

努力を払うことが不可欠である。 

 

 また、調査団帰国後の報告会において、プロジェクト終了後の自立発展性を促進させるため、以下

のような提言がなされた。 

 

プロジェクトの重点地域以外の地域でも、DOTSの質の向上のための活動をDOH主導で拡大してい

けるよう、仕組みづくり（マニュアル作成等）を行うべきである。それにより、更なる自立発展性が

見込めると期待される。 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ 
 

２．合同評価報告書 
 

３．PDM２ 
 
４．評価グリッド 

 







































































大項目 小項目

フィリピン側

CPとスタッフの配置 当初計画との比較、投入内容の適切性 CP配置の実績 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

資機材の提供 当初計画との比較、投入内容の適切性 資機材提供の実績 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

ローカルコスト 当初計画との比較、投入内容の適切性 ローカルコスト負担の実績 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

日本側

専門家派遣 当初計画との比較、投入内容の適切性 専門家投入のタイミング、分野、人数 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

資機材の供与 当初計画との比較、投入内容の適切性 資機材供与のタイミング、種類、数量 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

カウンターパート研修 当初計画との比較、投入内容の適切性 CP研修のタイミング、内容、受入れ人数 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

ローカルコスト支援 当初計画との比較、投入内容の適切性 ローカルコスト支援の実績 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

アウトプット１ ：質の高いDOTS
の実施

1-1　マニュアルの作成実績 作成マニュアル プロジェクト報告書、作成マニュアル 文献レビュー

1-2　マニュアルの配布・活用状況 マニュアル配布・活用状況の記録 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

1-3 巡回指導の実績 巡回指導記録、各州のNTP報告 プロジェクト報告書、NTP報告、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

1-4　活動重点地域のRHUの実績 活動重点地域の各州のNTP報告、各RHUの統計（新規登

録の全結核患者における喀痰塗抹陽性患者の割合、3回の

喀痰収集率、治癒率、DOTS登録率）

各州のNTP報告、各RHUの統計 文献レビュー

アウトプット２ ：質の高いラボラ
トリーサービスの実施

2-1（１）研修・モニタリング・スーパービ
ジョン活動の実績

NTRLの研修・モニタリング・スーパービジョン活動の実績記
録

プロジェクト報告書、NTRLの記録 文献レビュー

2-1（２）喀痰塗抹検査の精度実績推移 NTRLの喀痰塗抹検査の記録（喀痰顕微鏡検査の一致率、
Major errorの発生）

プロジェクト報告書、NTRLの記録 文献レビュー

2-1（３）薬剤感受性試験技術の外部認定
試験による認定

認定試験結果 認定試験結果、プロジェクト報告書 文献レビュー

2-2　州レベルQAの状況 各州のQA記録（喀痰顕微鏡検査の一致率、Major errorの発
生）

プロジェクト報告書、各州のQA報告 文献レビュー

アウトプット３ ：オペレーション・
リサーチの能力の向上

3-1　DRSの実施 DRSに関する報告、EQAに関する結果 プロジェクト報告書、DRSに関する報告、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

3-2　リサーチ結果の活用状況 DRSに関する報告、EQAに関する結果 プロジェクト報告書、DRSに関する報告、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

プロジェクト目標の達
成の見込みはあるか

2005年までに治癒率が85％以
上になる

治癒率の推移 治癒率に関する統計 NTP報告（年次、四半期）、WHO年次報告、CP、専

門家

文献レビュー、アンケート、インタビュー

2005年までに患者発見率が
70％以上になる

患者発見率の推移 患者発見率に関する統計 NTP報告（年次、四半期）、WHO年次報告、CP、専門
家

文献レビュー、アンケート、インタビュー

上位目標の達成の見
込みはあるか

2010年までに結核の有病率と
死亡率が1997年の水準から半
減する。

有病率、死亡率の推移 有病率、死亡率に関する統計 保健情報システム（Health Information System:
HIS)、CP、専門家

文献レビュー、アンケート、インタビュー

活動の進捗状況は予
定通りか

活動は予定通り行われたか 各活動の進捗状況、詳細活動の修正状況 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

モニタリングの仕組みは適切
か

モニタリング方法 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

PDMの修正は適切に行われて
いるか

PDMの修正状況 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

外部条件の変化に応じた対応
は行われているか

外部条件の変化に応じた対応の経験 プロジェクト報告書、CP、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

専門家とCPのコミュニケーショ
ンは円滑に行われているか

専門家とCPのコミュニケーション方法 CP、専門家 アンケート、インタビュー

問題が生じた際に適切な解決
方法がとられているか

問題解決プロセス CP、専門家 アンケート、インタビュー

CPのイニシアティブは高いか プロジェクト実施における相手国側のイニシアティブ CP、専門家 アンケート、インタビュー

プロジェクト実施に際し十分な
予算配分を行っているか。

プロジェクト実施に際しての相手国（IDO、NTRL、地方等関
係機関別）側の予算措置実績・予定

CP、専門家 アンケート、インタビュー

プロジェクト実施に際し適切な
人員配置を行っているか。

プロジェクト実施に際しての相手国側の人員配置実績・予定 CP、専門家 アンケート、インタビュー

他支援団体との連携
は適切に行われてい
るか

他の支援団体・プロジェクトと
の関わり・協力はどのように
なっているか。

他の支援団体・プロジェクトとの協議の実施状況 プロジェクト報告書、CP、専門家、ドナー 文献レビュー、アンケート、インタビュー

実績の検証

実施プロセス
の検証

専門家とカウンター
パートとの関係は適切
か

モニタリングは適切に
実施されているか

評価設問
データ収集方法

アウトプットは予定通
り達成されているか

5項目その他の
基準

相手国実施機関の
オーナーシップは高い
か

投入の実績は予定通
りか

情報源必要な情報・データ判断基準・方法

Administrator
４．評価グリッド



大項目 小項目

1.妥当性 1.1フィリピン国の開発計画に照らした上位目標と

プロジェクト目標の妥当性

政府の開発計画との比較 フィリピン国における保健セクター政策 フィリピン国政府の保健セクター開発計画 文献レビュー

1.2 フィリピン国のニーズに照らした上位目標とプ

ロジェクト目標の妥当性

フィリピン国のニーズとの比較 フィリピン国における結核対策の位置づけ 保健政策に関する文書、ＣＰ，専門家、ドナー 文献レビュー、アンケート、インタビュー

1.3 日本のＯＤＡ政策に照らした上位目標とプロ

ジェクト目標の妥当性

日本の対フィリピンＯＤＡ政策との
比較

日本の対フィリピンＯＤＡ方針 外務省、ＪＩＣＡ資料 文献レビュー

2. 有効性 2.1 プロジェクト目標の達成度 治癒率、（治療完了率）、患者発見
率の推移

治癒率、患者発見率に関する統計 NTP報告（年次、四半期）、WHO年次報告、

CP、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー、

2.2 各アウトプットのプロジェクト目標達成との関

連性

各成果とプロジェクト目標の関係 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

2.3 外部条件の影響 外部要因の状況、プロジェクト進捗を妨げる事例 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

3.  効率性 専門家派遣実績（派遣時期、専門分野、人数） プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

資機材の供与実績（供与時期、仕様、数量） プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

カウンターパート研修実績(時期、専門性、人数 ) プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

ローカルコスト支援実績 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

ＣＰの配置実績（時期、専門性、人数） プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

プロジェクト運営費負担実績 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

資機材の提供実績（土地、施設、資機材） プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

人的投入（専門家、ＣＰ）の活用状況 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

施設、資機材の活用状況 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

予算の活用状況 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

3.4 プロジェクト運営管理体制 合同調整委員会の活動プロセスと機能 プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家 文献レビュー、アンケート、インタビュー

4.  インパクト プロジェクト実施の効果はあ
るか。

4.1 有病率、結核死亡率の低下に対するプロジェ

クトの貢献度

有病率、結核死亡率とプロジェクト
実施地域との関連

プロジェクト実施地域と未実施地域における有病
率、結核死亡率

プロジェクト報告書、NTP報告書等関連文
書、ＣＰ、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー

4.2 予期しなかった正のインパクト プロジェクトによる間接的効果 プロジェクト報告書、NTP報告書等関連文
書、ＣＰ、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー

4.3 予期しなかった負のインパクト プロジェクトによる間接的影響 プロジェクト報告書、NTP報告書等関連文
書、ＣＰ、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー

外部条件の影響を受けたか。 4.4 外部条件の影響 外部条件のモニタリング実績 プロジェクト報告書、NTP報告書等関連文
書、ＣＰ、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー

5.1 制度的（政策的）側面 政府の方針とプロジェクトの関連 結核対策に関するフィリピン国の政策 保健省の政策に関する文書
ＣＰ、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー

5.2 財政的側面 DOH、NTRL、RHUの財政状況 DOH、NTRL、地方自治体及び地方保健機関の財
政状況、今後の政府の支援計画

保健省及び地方自治体・地方保健機関の政
策・予算に関する文書
ＣＰ、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー

5.3 技術的側面 DOTS、喀痰塗抹検査技術、DRS
の実績

技術移転と活用の状況、普及の仕組み プロジェクト報告書、ＣＰ、専門家、ドナー 文献レビュー、アンケート、インタビュー

自立発展性に関する貢献要
因・阻害要因は何か。

5.4 貢献要因・阻害要因 これまでの貢献要因・阻害要因の状況 プロジェクト報告書、NTP報告書等関連文
書、ＣＰ、専門家、ドナー

文献レビュー、アンケート、インタビュー

データ収集方法

プロジェクトの実施により、期
待される効果が得られている
か。プロジェクトは有効である
か。

5.  自立発展性

予期しないインパクトが見ら
れたか。

プロジェクトの便益は今後も
持続するか。

投入の規模、時期、コスト、効
果は適切であったか。

投入はどのように活用され管
理されたか。

3.1 日本側投入の適切性

3.2 フィリピン国側投入の適切性

3.3 投入の活用度

フィリピン国側投入の規模、時期、
コスト、便益の適切性

日本側投入の規模、時期、コスト、
便益の適切性

5項目その他の基準 判断基準・方法 必要なデータ 情報源
評価設問

上位目標とプロジェクト目標
はドナーと相手国の政策及び
ターゲットグループのニーズと
整合しているか。
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